
20高教政第 364号
平成 20年 6月 27日

各市町村 (学校組合)教育長 様

高 知 県 教 育 長

服務規律の確保の徹底について

うえのことについては、機会あるごとに注意を喚起していますが、このたび、知事部局
において親族が亡くなったと偽り、忌引体暇等を不正に取得していた事業が発覚しました。
今一度、職員一人ひとりが教育公務員としての自覚を新たにし、厳正な服務規律の確保

に努めるよう適切な指導をお願いします。

また、公立学校においては適正な処理がなされておりますが、今回の事案を踏まえ、県
全体として、今後は下記のとおり休l段の承認に係る厳正な審査を行うこととし、忌引休1段

及び祭日休暇については手続きを改正することとしましたので、職員に徹底するとともに、
改めてこれらの体F風 の内容について周知してください。

●L

第 1 休暇の承認に係る厳正な審査

年次有給休暇の残 日数が少ない職員から病気体暇や特別休暇の申請があつた場合や、

年に複数回の特別休 llEの 申請があつた場合などには、詳細な内容の確認を行 う等の厳正

な審査を行 うこと。

第 2 手続きの改正

1 人事委員会規則の改正

「公立学校職員の勤務時間、休 日及び休暇に関する規則J(平成 6年高知県人事委員

会規則第 慇 号)が改正され、病気体暇及び特別休暇について、その事由を確認する必

要があると認めるときは、証明書類の提出を求めることができることとなった。

2 忌引休 l段 の手続きの改正

(1)手続きの流れ

ア 取得までの手続きは従前のとお り。

イ 忌引休暇を取得 した場合は、取得後速やかに別紙 1「忌引休暇取得報告書J(以
下「報告書Jと い う。)を校長 (休暇の決裁権者をい う。以下同じ。)に提出す

るとともに、会葬ネL状、住民票除票又は死亡広告等、親族の死亡を確認できる書

類を校長に提示する。

ウ 校長は報告書 と当該確認書類を突合 し、特に疑義がなければ報告書に押印 し保

管する。確認書類については写しをとり、原本は職員へ返却すること。



(2)留意事項

ア 確認書類については、管理職等が葬儀又は通夜へ出席することで、死亡事実が

確認できた場合は、提示の必要はない。この場合は、報告書の所定の欄に校長が

その旨記載すること。

イ 報告書及び確認書類の写しは、忌引休l侵を承認 した学校において 5年間保存す

ること。

3 祭 日休llFの手続きの改正

(1)手続きの流れ

ア 体暇申請時に、別紙 2「祭 日体暇添付書類Jを校長に提出する。

イ 校長は、当該添付書類 と体1段承認願を突合 し、特に疑義がなければ決裁を行 う。

(2)留意事項

ア 確認のための書類の提示は必要ない。

イ  「祭 日休暇添付書類」は、祭 日休暇を承認 した学校において 5年間保存するこ

と。

4 施行 日

平成 20年 7月 1日

なお、第 2の 2に定める忌引体1限取得報告書の提出は、施行 日前から引き続き忌引休

暇を取得 している場合についても適用する。
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忌引休暇の概要

○ 公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則く抜粋>
第 12条 条例第 15条の特別休暇は、次の表に掲げるとおりとする。

別表第 2

死亡した者 日数

配偶者 7日

父母 7日

血
族

子 7日

祖父母 3日

孫 1日

兄弟姉妹 3日

おじ又はおば 1日

姻
族

配偶者の父母又は父母の配偶者

配偶者の子又は子の配偶者

3日

1日

里偶者の祖父母又は祖父母の配偶者 1日

配偶者の兄弟姉妹又は兄弟姉妹の配偶者 1日

おじ又はおぼの配偶者 1日

備考

1 生計を一にする姻族の場合は、血族に準ずる。
2 代襲相続し、かっ、祭具等の承継を受ける場合は、父母及び子に準ずる。
3 葬祭のため遠隔の地に赴く必要のある場合には、実際に要した往復日数を加算す
ることができる。

原 因 承認を与える期間

(20) 月ユラ| 別表第 2に定める期間内において必要と認め

る期間



○ 公立学校職員の勤務時間、休 日及び体暇の運用について (平成 6年 12月 21日 6高人委

第 281号高知県人事委員会委員長通知)く 抜粋>
第 6 特別体暇関係

6 忌引

(1)血族関係

ア  「血族」とは

血統の連絡があるもの (自 然血族)若 しくは血統の連絡があると法律上みなされている

者 (法定血族、民法第 727条、第 809条 )で ある。

「法定血族Jと は

養子縁組による血族関係であり、P31員 が養子である場合は自然血族関係 (実父母を中心

とした血族関係)は続 くとともに、新たに法定血族関係 (養父母を中心とした血族関係 )

が生じ親族数は、自然血族 と法定血族を合わせた数 となり、多数 となる。

イ 養子の場合の血族関係 (祖父母、父母を表す。)

*養父母は必ず しも2人でなく養父、養母いずれか 1人の場合もある。

(2)姻族関係

ア  「姻族」とは

婚姻により夫婦の一方と他方の血族との間に生ずる親族関係である。
二方の血族 と他方の血族 とは姻族にはならない。従って職員の実子の配lPl者の血族 と

は姻族関係は生ぜず休暇は与えられない。 (養子の場合は養子の自然血族 (実父母、実兄

弟等)と も親族関係は生じない。)

イ  「配偶者の父母又は父母の配偶者Jと は

配偶者の父母 (養父母を含む。)と 職員の父母 (養父母を含む。)の配偶者 (職員と血族関

係のないもの、すなわち父の後妻、母の後夫である。)で ある。

ウ 「配偶者の子又は子の配偶者Jと は

配偶者の子 (職員と血族関係のないもの、すなわち先夫、先妻の実子及び配偶者の養子)

と職員の子 (養子を含む。)の配偶者である。

担



工  「配偶者の祖父母又は祖父母の配偶者」とは

配偶者の祖父母 (配偶者が養子である場合も含む。)と 職員の祖父母の配偶者 (職員とユ

族関係のなぃもの、すなわち祖父の後妻、祖母の後夫である。)で ある。

(3)備考関係

ア 「代表相続」とは

推定相続人たる被相続人の子又は兄弟姉妹が相続開始前に死亡し又はその相続権を失
つた場合、その者の子がその者とF・l順位においてなす相続であり、孫が父母に代り祖父

母の相続人となる場合とおい又はめいが父母に代りおじ又はおぼの相続人となる場合で

ある。

イ 「祭具等の承継Jと は

民法第 897条の規定によるものであり相続制度の趣旨が祖先の祭をなすことにあった

最も古い相続制度であり(祭 TE相続ともいう。)、 今日もなおこの制度は慣習として残っ

ており、いわゅる農村の跡取りといわれている場合のように祖先の仏壇、祭壇等の承継
を受けたものである。

ウ 「父母及び子に準ずるJと は

ア及びイで述べたよぅに、職員が父母に代り祖父母の相続人となり祭具等の承継を受

けた場合,す 父母に準じ 7日 間の体暇を、職員が父母に代りおじ又はおばの相続人となり

祭具等の承継を受けた場合は子に準じ7日 間の体暇を、それぞれ与えてもよいとの意味
である。



祭 日体暇の概要

○ 公立学校職員の勤務時間、休 日及び休暇に関する規則く抜粋>
第 12条 条例第 15条の特別休暇は、次の表に掲げるとお りとする。

原 因 承認を与える期間

(19)父母、配偶者及び子の祭日(父母、配

偶者及び子の死亡後人事委員会が定める年

数以内のものに限る。)

そのつ ど必要 と認 める場合

において、 1日

○ 公立学校職員の勤務時間、休 日及び体暇の運用について (平成 6年 12月 21日 6高人委

第 281号高知県人事委員会委員長通知)く 抜粋>
第6 特別体暇関係

5 父母、配偶者及び子の祭 日

(1)規則第 12条第 1項の表 19の項の人事委員会が定める年数は、15年 とする。

(2) 「父母Jと は、実父母又は養父母に限る。

(3) 「祭 日Jと は、父母等を追悼するため、社会一般の慣習に従つて法要等の特別な行事

が行われる日をいい、その主なものは、次に掲げるとお りである。

ア イ申道における祭 日

10日 祭 (命 日を入れて lo日 日)

50日 祭 (命 日を入れて 50日 日)

1年祭 (満 1年 目の命 日)

3年祭 (満 2年 目の命 日)

5年祭 (満 4年 目の命 日)

10年祭(満 9年 目の命日)

イ 仏教における祭 日

49日 (命 日を入れて 49日 目)

1周忌 (満 1年 目の命 日)

3回忌 (満 2年 目の命 日)

7回忌 (満 6年 目の命 日)

13回忌 (満 12年 目の命 日)

ウ キリス ト教には、特定の祭 日はない。



別紙 1

忌引休暇取得状況報告書

忌引休暇取得日

平成  年  月

平成  年  月

死亡 した者の氏名等

氏名

住所

続柄

死亡年月 日  平成

葬儀の日   平成

所属

氏名 _

日間 )

日 から

日 まで

年

年

月

月

日

日

3

4

遠隔tl加算

葬儀の場所等

住所

□

鐘隔地方口算がある場合のみ記載)

施設等の名称

 ́ '述 |●l肥″世界」は、罪優のにゆ退師■に赴き、江復目数をカロ算した場合のみ枠内にOを し、「4
葬儀の場所等」も記載すること.

※遠隔地カロ算は、片道概ね6時間以上を要する場合に加算できる。3 服務監督者等は、確認書類の提示を受けた場合は「確認書類J欄の該当するものにOを し、当該
書類の写しをとり、この報告書と一緒に保管すること。

4  嘩 儀 通夜への参加Jは、葬儀又は通夜へ管理職等が参力nすることで事実を確認した場合とす
る。この場合は確認書類の提示は必要ない. ~

確認書類

1 会葬礼状  2 住民票除票  3 その他の書類 (

4 葬儀・通夜への参カロ

(参カロした管理職等の職氏名 :                )

学校長等確認印



月J糸氏2

(祭 日体暇添付書類 )

1 行事の行われる日 (休暇取得日)

平成  年  月  日

2 対象者の氏名及び続構

氏名

続柄

3 祭 日の名称

4 行事を行 う場所

住所

施設等の洛称

備考

1 「3 祭日の名称」は、「49日 」「1周忌」「3年祭」等の名称を記載すること。

2 配偶者の父母及び父母の配偶者は対象外であること.


